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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 260,800株

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。

単元株式数　100株

　（注）１　平成30年８月31日（金）開催の取締役会決議によります。

２　本募集とは別に、平成30年８月31日（金）開催の取締役会において、当社普通株式1,739,200株の一般募集

（以下「一般募集」という。）を行うことを決議しております。また、一般募集にあたり、その需要状況を

勘案した上で、一般募集の主幹事会社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が当社株主から

260,800株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」と

いう。）を行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別

記載事項　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 260,800株 317,454,000 158,727,000

一般募集 － － －

計（総発行株式） 260,800株 317,454,000 158,727,000

　（注）１　本募集は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会

社を割当先として行う第三者割当増資（以下「本第三者割当増資」という。）であります。

２　発行価額の総額は会社法上の払込金額の総額であり、発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成30年８

月24日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基準として算出した見込額であ

ります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとします。また、増加する資本準備金の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を

減じた額とします。

４　第三者割当の方法によります。その概要は以下のとおりであります。

割当予定先の氏名又は名称 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

割当株数 260,800株

払込金額の総額 317,454,000円

割当てが行われる条件 前記「１　新規発行株式」（注）２に記載のとおり

　（注）　払込金額の総額は、平成30年８月24日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

 

EDINET提出書類

タツモ株式会社(E02350)

有価証券届出書（参照方式）

 2/10



（２）【募集の条件】

発行価格
（円）

資本組入額
（円）

申込株数単位 申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

未定

（注）１

未定

（注）２
100株 平成30年10月15日（月）

該当事項はあ

りません。
平成30年10月16日（火）

　（注）１　発行価格については、平成30年９月10日（月）から平成30年９月12日（水）までの間のいずれかの日に決定

される一般募集における発行価額と同一の金額といたします。

２　資本組入額は前記「(1）募集の方法」に記載の資本組入額の総額を前記「１　新規発行株式」に記載の発行

数で除した金額とします。

３　全株式を三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社に割当て、一般募集は行いません。

４　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が申込みを行わなかった株式については失権いたします。

５　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込みをし、払込期日に後記払込取扱場所へ払込むもの

とします。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

タツモ株式会社　本店 岡山県井原市木之子町6186番地

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社中国銀行　井原支店 岡山県井原市井原町176-5

 

３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

317,454,000 2,000,000 315,454,000

　（注）１　発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額（発行価額の総額）は、平成30年８月24日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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（２）【手取金の使途】

　上記差引手取概算額上限315,454,000円については、本第三者割当増資と同日付をもって決議された一般募

集の手取概算額2,096,006,000円と合わせ、手取概算額合計上限2,411,460,000円について、1,300,000,000円

を平成31年８月末までに岡山県岡山市の新社屋及び研究棟の建設に係る設備投資資金に、706,000,000円を平

成32年12月末までに半導体製造装置、大型基板塗布装置、ウェーハ搬送用ロボット及び新規事業の各分野の開

発に係る研究開発資金に、200,000,000円を平成30年12月末までに当社連結子会社であるTAZMO VIETNAM

CO.,LTD.への投融資資金に、残額を平成30年10月末までに借入金の返済の一部に充当する予定であります。上

記手取金は、具体的な充当時期までは当社預金口座にて適切に管理いたします。

　なお、TAZMO VIETNAM CO.,LTD.への投融資資金については、平成30年12月末までに200,000,000円をプロセ

ス機器事業及び金型・樹脂成形事業における新棟の建設及び製造設備の導入に係る設備投資資金に充当する予

定であります。

　また、「第三部　参照情報　第１　参照書類」に記載の有価証券報告書（第46期）「第一部　企業情報　第

３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」は、本有価証券届出書提出日（平成30年８月31日）現在、

以下のとおりとなっております。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容
投資予定額（百万円）

資金調達
方法

着工年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出会社

新社屋

（岡山県岡山

市北区）

プロセス機器

事業

全社

本社管理部門

研究開発
1,300 － 増資資金

平成30年

10月

平成31年

８月
（注）２.

TAZMO

VIETNAM CO.,

LTD.

本社・工場

（ベトナム・

ロンアン省）

プロセス機器

事業

金型・樹脂成

形事業

プロセス機器

加工設備

樹脂成形品製

造設備

400 －

当社からの

投融資資金

（注）３.

平成30年

12月

平成31年

12月
（注）２.

　（注）１　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力を算定することは困難なため、記載を省略しております。

３　当社は増資資金をTAZMO VIETNAM CO., LTD.への投融資の一部に充当する予定でおります。

 

第２【売出要項】
　該当事項はありません。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

オーバーアロットメントによる売出し等について

　当社は、平成30年８月31日（金）開催の取締役会において、本第三者割当増資とは別に、当社普通株式1,739,200

株の一般募集（一般募集）を行うことを決議しておりますが、一般募集にあたり、その需要状況を勘案した上で、一

般募集の主幹事会社である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が当社株主から260,800株を上限として借

入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）を行う場合があります。本第三者割当増資

は、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が上記当社株

主から借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返還に必要な株式を三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株

式会社に取得させるために行われます。

　また、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申

込期間の終了する日の翌日から平成30年10月９日（火）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」とい

う。）、借入れ株式の返還を目的として、株式会社東京証券取引所においてオーバーアロットメントによる売出しに

係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合がありま

す。三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式

は、借入れ株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、三菱ＵＦＪモルガン・スタ

ンレー証券株式会社の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係

る株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　さらに、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しに

伴い安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により買付けた当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式

の返還に充当することがあります。

　オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し、借入れ株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は

本第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。そのため本第三者割当増資におけ

る発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本第三者割当増資における最終的な発行数

が安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得した株式数を限度として減少し、又は発行そのものが全く

行われない場合があります。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
　該当事項はありません。

 

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第46期（自　平成29年１月１日　至　平成29年12月31日）平成30年３月29日中国財務局長に提出

 

２【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第47期第１四半期（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）平成30年５月14日中国財務局長に

提出

 

３【四半期報告書又は半期報告書】

　事業年度　第47期第２四半期（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）平成30年８月10日中国財務局長に

提出

 

４【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成30年８月31日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を平成30年３月30日

に中国財務局長に提出

 

５【訂正報告書】

　訂正報告書（上記４の臨時報告書の訂正報告書）を平成30年３月30日に中国財務局長に提出

 

第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び四半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）に記載され

た「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以

後、本有価証券届出書提出日（平成30年８月31日）までの間において変更及び追加がありました。下記の「経営方針、

経営環境及び対処すべき課題等」及び「事業等のリスク」は当該有価証券報告書等に記載された内容を一括して記載し

たものであり、当該変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示しております。

　なお、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、下記の「経営方針、経営環境及び対処

すべき課題等」及び「事業等のリスク」に記載されたものを除き、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成30年８月

31日）現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。また、当該有価証

券報告書等に記載された将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。

 

［経営方針、経営環境及び対処すべき課題等］

　文中の将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成30年８月31日）現在において当社グループが判断したも

のであります。

(1）経営方針

　当社グループは、ユーザーの要求する性能の製品を、タイミング良く、適切な価格で提供することを目指しており

ます。そのような活動をすることで、最終的に社会に貢献することにつながると考えております。そのためには、全

社員が先端の技術・情報を得るために、常に社是である「挑戦」の気持ちを持って行動しなければならないと考えて

おります。今後もこの基本方針のもとに、多角的・グローバルな事業展開を積極的に行い、業績の向上を図り、企業

価値を高めてまいります。
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(2）経営戦略等

　当社グループといたしましては、液晶製造装置及び半導体関連機器のプロセス機器事業を主体にしつつ、将来を見

据え、新規事業への進出も視野に入れた事業展開を考えております。当連結会計年度において、プリント基板製造装

置（メッキ処理装置、回路形成装置など）の製造・販売を行っている株式会社ファシリティを子会社とし、「表面処

理用機器事業」を報告セグメントに追加しました。また、紫外線照射装置の製造・販売を行っている株式会社クォー

クテクノロジーを子会社化いたしました。これらの会社の技術や設備を活用し、半導体・液晶分野での共同開発、シ

ナジー効果による成長を目指します。

　将来にわたる成長を実現させるための施策として、独自性のある装置（性能、コスト、サービス）を着実に作り上

げることに全力を傾け、顧客ニーズに対応し売上高を伸ばしてまいります。さらに、事業を見据えた研究開発に焦点

を絞り、その効率を高め将来の収益確保を実践してまいります。

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループの目標とする経営指標は以下のとおりであります。

 
平成29年12月期

実績
平成32年12月期

目標

売上高 17,169百万円 30,505百万円

経常利益 1,885百万円 3,309百万円

　なお、上記の数値は、平成30年２月13日の中期経営計画公表時点における将来に関する前提・見通し・計画に基づ

くものであり、本有価証券届出書提出日（平成30年８月31日）現在においても変更はありませんが、実際の業績は今

後さまざまな要因によって異なる可能性があります。従いまして、その実現を保証あるいは約束するものではありま

せん。

 

(4）経営環境

　当社グループが属する半導体業界におきましては、スマートフォンやデータサーバー用、車載関連向けなどの電子

部品の需要の拡大により、半導体メーカーの設備投資は活発に推移いたしました。また、液晶業界では中国を中心と

したテレビ向けの設備投資が堅調でありました。

　このような状況のもとで、近年は液晶用カラーフィルター製造装置を主体とした体制から、半導体関連機器へ事業

の中心を移しているところでありますが、ユーザーのニーズの変化や技術革新のスピードは速く、安定した業績を残

すためには厳しい環境であることに変わりはありません。当社グループはユーザーの要求する性能の製品を、適切な

タイミング・適正な価格で提供するため、技術部門とともに営業活動を行い、新規装置等の開発も進めてまいりま

す。このような活動をすることで、安定した業績が残せる企業を目指してまいります。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループの対処すべき課題は、当社グループの属している半導体業界では、微細化への対応や多岐にわたる技

術の採用に応える必要があります。そのためユーザーのニーズに対応した半導体製造装置や搬送装置などの当社製品

を、タイムリーに供給できる体制が必要となり、これらに対して当社グループは、設計の見直しや生産管理の徹底に

より短納期を実現し、ベトナムなど海外子会社の生産体制を活用して一層のコストダウンを図ってまいります。

　子会社化した株式会社ファシリティグループ及び株式会社クォークテクノロジーとのシナジー効果を最大限に発揮

し、新規開発装置の創出や新たな分野への進出に積極的に取り組んでまいります。

　当期まで３期連続で利益を上げることができましたが、過年度の赤字要因を充分に分析・反省した上で、安定的に

売上・利益を確保していくため、研究開発や社員教育、設備増強を積極的に行い、顧客ニーズに対応、あるいは提案

型の付加価値の高い装置を着実に作り上げて売上高を伸ばしてまいります。また、企業価値の向上を図るために、Ｃ

ＳＲ（企業の社会的責任）を重視した経営が不可欠と認識し、コーポレート・ガバナンス並びにその基盤となる内部

統制システムの更なる強化に向けた取組みを推進し、より透明性の高い経営に努めてまいります。

　また、当社グループの成長目標として、平成29年２月に「タツモグループ中期経営計画（TAZMO Vision 2019）」

を策定し推進しておりましたが、当期の利益が計画の最終目標を上回ったため、新たに「タツモグループ中期経営計

画（TAZMO Vision 2020）」を策定し、継続的な売上拡大、利益確保に努めてまいります。
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［事業等のリスク］

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、本項において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日（平成30年８月31

日）現在において当社グループが判断したものであり、当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありま

せん。

 

(1）業界景気変動リスク

　当社グループは、プロセス機器事業（液晶・半導体製造装置）及び表面処理用機器事業を主体に事業展開しており

ます。この業界につきましては、循環的な市況変動が大きい市場であります。特に液晶・半導体製造装置は、需要動

向に大きな影響を受け、技術革新が速くユーザーニーズが複雑・多様にわたるため、市況及びそれに連動した価格変

動があった場合や極端な競合状況に陥った場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(2）研究開発リスク

　当社グループは、技術革新の激しい液晶・半導体業界において競争力を維持するため、ユーザーニーズを的確に捉

えた製品の研究開発に努めております。しかし、技術革新やユーザーニーズの変化を予測することは容易ではなく、

研究開発において経営資源を投入したにもかかわらず、予期せぬ理由で十分な成果が得られない場合があり、その結

果、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(3）為替変動リスク

　当社グループは、今後もマーケット拡大が期待されるアジア、北米地域における事業拡大を図っており、アジア地

域に生産・販売拠点を、北米地域に販売拠点を有しております。主に円建て取引を行っていますが、予想を超えた為

替相場の変動により、海外ユーザーの設備予算に影響が生じ、結果的に受注価格等に大幅な変動が生じた場合には、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(4）調達リスク

　当社グループは、材料や半製品をメーカー等の仕入・外注先から調達しておりますが、その特殊性から、仕入・外

注先や品目の切替えが容易に出来ないものも含まれております。

　日頃から複数の調達先を確保すること等により安定的な調達に努めておりますが、市場変動等何らかの事由により

材料や半製品の供給が不足し、調達コストの上昇や納期遅延等の支障が生じた場合には、当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。

 

(5）知的財産リスク

　当社グループは、事業活動を展開する上で多数の知的財産権を保有しているとともにライセンスを供与しておりま

す。また、必要または有効と認められる場合には、第三者の知的財産権を使用するために相手方からライセンスを取

得します。それらの権利保護、維持または取得が予定通り行われなかった場合には、知的財産を巡る紛争・訴訟にお

いて当社グループが当事者となる可能性があります。その結果、費用負担等が発生し、当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

 

(6）品質リスク

　当社グループは、品質管理体制の構築により製品・サービスの品質向上に努めております。また、製造物賠償につ

いては保険に加入しております。しかしながら、当社グループの製品は先端分野で使用されるため、新規開発技術も

多く存在し、予期せぬ欠陥や不具合の発生により、多額の費用負担発生、損害賠償請求、顧客の信用喪失による売上

減少等を招いた場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(7）自然災害・事故リスク

　当社グループは、国内外に生産拠点を置いていますが、主要工場は岡山県井原市に集中しております。地震等の自

然災害や火災・爆発等の不慮の事故が発生した場合には、生産活動の停止に伴う出荷の遅延、さらには修復・生産工

場等の代替に伴う費用負担が発生し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。
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(8）情報漏洩リスク

　当社グループは、事業活動に関連してさまざまな機密情報や個人情報を保有しております。社内規程の整備や管理

強化によって、情報漏洩の防止に努めておりますが、不正なアクセスやサイバー攻撃等の予期せぬ事態によって情報

漏洩が発生した場合、多額の費用負担や企業イメージの悪化により、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

 

(9）法的リスク

　当社グループは、事業活動を展開する世界各国において、事業・投資の許認可、輸出入制限での政府規制の適用を

受けております。これらの規制に重大な可変があり、その内容を把握していなかった場合、また、これらの法規制を

遵守できない場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(10）海外での事業活動リスク

　当社グループは、アジア地域において生産および販売活動、北米地域において販売活動を行っております。しか

し、海外の事業活動には、通常、政治状況の急変、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人材の確保困

難、テロ・戦争、自然災害等のリスクが存在します。こうしたリスクが顕在化した場合、海外での事業活動に支障が

生じ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(11）検収売上時期の変動に関する影響

　当社グループの主力事業である液晶・半導体製造装置、表面処理用機器に関しては、受注生産によっており、納品

から顧客による動作・品質の確認が終了（検収）し売上計上するまでの期間は、案件によっては１年を超えるものが

ある等、比較的長期間に亘ります。このため、顧客の事情等、何らかの理由で受注、納品から顧客の検収までの期間

が当初予定よりも長くなる場合があります。とりわけ、大型案件の場合には当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

 

(12）仕様変更に伴う追加コストのリスク

　当社グループの主力事業である液晶・半導体製造装置、表面処理用機器に関しては、受注生産によっており、新規

開発要素が多く含まれるため、当初の見積以上に作業工数が発生する場合や取引先との条件・仕様変更に伴う追加コ

スト等を取引先に請求できない場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

 

(13）減損損失のリスク

　当社グループの固定資産の時価が著しく低下した場合や収益性が悪化した場合には、固定資産減損会計の適用によ

り固定資産について減損損失が発生し、当社グループの財政状態及び業績に重大な影響を与える可能性があります。

 

(14）繰延税金資産の回収可能性

　当社グループは、繰延税金資産に対して、将来の課税所得の予測等に照らし、定期的に回収可能性の評価を行って

おります。しかし、経営環境悪化に伴う事業計画の目標未達等により課税所得の見積もりの変更が必要となった場合

や、税率の変動を伴う税制の変更等があった場合には、繰延税金資産が減額され、当社グループの財政状態及び業績

に影響を与える可能性があります。

 

(15）企業買収リスク

　当社グループは、事業戦略の一環として、新規事業領域への進出・ビジネス基盤の獲得・既存事業の競争力強化等

を目的として入念なデューデリジェンスを行ったうえでの企業買収を行う可能性があります。しかし、買収後に当初

期待した成果を上げられない、あるいは事業環境等の変化により想定したシナジー効果が得られなかった場合等に

は、当社グループの業績に重大な影響を与える可能性があります。

 

(16）配当政策のリスク

　当社グループは、今後の業績・財務状況を勘案しつつ配当による株主への利益還元に努める方針としております。

今後につきましても会社業績の動向に応じて株主への利益還元に取り組む方針でありますが、当社の事業が計画通り

に進展しない場合や、業績が悪化した場合には配当を行わない、或いは公表している配当の予定額を減ずる可能性が

あります。
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第３【参照書類を縦覧に供している場所】
タツモ株式会社　本店

（岡山県井原市木之子町6186番地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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